
機関名 山梨県警察本部

任命権者 山梨県警察本部長

計画期間 令和２年４月１日～令和７年３月３１日（５年間）

山梨県警察本部における
障害者雇用に関する課題

　山梨県警察では、令和元年６月１日時点で１３人の障害者を任用
しており、障害者実雇用率は３．６５％と、法定雇用率を上回ってい
る。しかし、令和３年度までに定年退職が見込まれる障害者職員が
２人おり、実雇用率が低下する可能性がある。また、中途退職者が
あった場合には、法定雇用率を更に下回ることも懸念される。

１．採用に関する目標

【実雇用率】（各年６月１日時点）
（各年度）当該年度６月１日時点の実雇用率３％以上を維持する。

（参考）令和元年６月１日時点の実雇用率：３．６５％

２．定着に関する目標
離職者を極力生じさせないよう努めるとともに、離職があった場合に
は、その理由等の整理・分析を行い、その原因の除去に努める。

○　障害者雇用推進者として警務部長を選任する。

○　障害者職業生活相談員に選任された者（選任予定者を含む。）
　全員について、山梨労働局が開催する障害者職業生活相談員認
　定講習を受講させる。

２．障害者の活躍の基本と
なる職務の選定・創出

○　半期ごとに実施している人事評価面談等の際の機会により、障
　害者である職員に対しては、必要な配慮等の有無を把握すること
　とし、その結果を踏まえて検討を行う。

３．障害者の活躍を推進す
るための環境整備・人事管
理

○　募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行わない。
　・　特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。
　・　自力で通勤できることといった条件を設定する。
　・　介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。
　・　「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受け
    られること」といった条件を設定する。
　・　特定の就労支援機関からのみの受け入れを実施する。

４．その他
○　各関係法令等に基づき、障害者の活躍の場を拡大できるよう、
　適切な支援、配慮に努める。

１．障害者の活躍を推進す
る体制整備

目標

取組内容

山梨県警察障害者活躍推進計画


